別紙３（第１号様式）
平成　　年　　月　　日
公益財団法人にいがた産業創造機構　理事長　様
〒
所在地
企業名
代表者名　　　　　　　　　　印

産業高付加価値化設備投資緊急促進事業に係る確認書

私は、平成　 年　 月　 日付けで申請した産業高付加価値化設備投資緊急促進事業について、下記に該当する場合において、既に助成金が交付されているときは、産業高付加価値化設備投資緊急促進事業実施要領（以下、「産業高付加価値化実施要領」という。）第１８条、第１９条及び第２０条もしくは公益財団法人にいがた産業創造機構助成金等交付要綱第１６条に基づき助成金の返還等の求めに応じます。

記

１　産業高付加価値化実施要領第１８条の規定により、繰上償還を実施する場合

２　産業高付加価値化実施要領第１９条の規定により、財産を処分する場合

３　産業高付加価値化実施要領第２０条の規定により、交付決定を取り消した場合

４　次のことに虚偽があることが判明した場合
交付申請日の属する月の６か月前と比較して、設備の導入完了時において、常用雇用者（期間の定めのない雇用か、又は１か月を超える期間を定めて雇用し、契約更新の定めがあること。かつ１週間の所定労働時間が３０時間以上であること。）が１名以上増加していること

※　なお、高付加価値額等の増加を要件で交付決定を受けた方は、施設設備・技術等導入３期後に付加価値額等増加の確認書類として、別紙４及び導入後３期分の決算書の写しの提出が必要となり、提出書類等に虚偽がある等、悪質な場合は助成金の返還等の対応となります。


［注意事項］
・この様式は、第１号様式 産業高付加価値化設備投資緊急促進事業助成金交付申請書とともに提出すること。
[bookmark: _GoBack]・産業高付加価値化実施要領第16条の規定により、事後検査等を実施する場合がある。
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